○○○デイサービス「介護サービス」と「予防サービス」は１つの重説にまとめて構いません。

通所介護・介護予防型通所サービス
重要事項説明書

通所介護・介護予防型通所サービス（以下「サービス」といいます。）の提供にあたり、当事業所が説明すべき重要事項は以下のとおりです。名称の置き換えは文頭で行い、以降はその表現で統一すること。



１．事業の目的
株式会社○○○（以下「事業者」といいます。）が開設する○○○デイサービス（以下「事業所」といいます。）が行う通所介護事業、介護予防型通所サービス事業（以下「事業」といいます。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、要介護者、要支援者又は事業対象者（以下「要介護者等」といいます。）に対し、事業所の生活相談員、看護師又は准看護師（以下「看護職員」といいます。）、介護職員及び機能訓練指導員（以下「従業者」といいます。）が、事業所において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話又は支援及び機能訓練の適切なサービスを提供することを目的とします。「運営規程」の内容と整合性をとってください。


２．運営の方針
①　事業の実施に当たっては、要介護者等となった場合においても、心身の特性を踏まえて、利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、さらに利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るために、必要な日常生活上の世話又は支援、機能訓練等の介護その他必要な援助を行います。また、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めます。
②　事業の実施に当たっては、要介護状態となることの予防又はその状態の軽減若しくは悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行います。
③　事業の実施に当たっては、自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図ります。

３．事業者の名称及び所在地
事業を行う事業者の名称及び所在地は，次のとおりです。
名　称　株式会社○○○○
所在地　松山市○○町○丁目○番地
代表者　代表取締役　○○　○○

４．事業所の名称及び所在地
事業を行う事業所の名称及び所在地は，次のとおりです。
名　称　○○○デイサービス
所在地　松山市○○町○丁目○番地○


５．従業者の勤務体制
事業所に勤務する従業者の職種、員数及び職務内容は、次のとおりです。

管理者１名（常勤）各職種の職務内容は必ず記載してください。
人数を実数表記する場合は、職員体制が変わるごとに合わせて修正が必要です。

管理者は、事業所の従業者の管理及びサービスの利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行います。また、事業所の従業者に法令及びこの規程を遵守させるため必要な指揮命令を行います。
生活相談員　○名以上
生活相談員は、利用者及び家族からの相談を受けること、サービスの業務に従事するとともに、サービスの利用の申込みに係る調整の補助を行います。
看護職員　○名以上
看護職員は、利用者の健康管理の業務に当たります。
介護職員　○名以上
介護職員は、利用者の日常生活上の世話又は支援等に当たります。
機能訓練指導員　○名以上
　　機能訓練指導員は、機能訓練の実施に当たります。

６．営業日及び営業時間
事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりです。「運営規程」の内容と整合性をとってください。

営業日　月曜日から金曜日（ただし、12月29日から１月３日までを除きます。）
営業時間　午前９時から午後５時
　　サービス提供時間　午前９時30分から午後４時30分

７．利用定員
　サービスの利用定員は、通所介護と介護予防型通所サービスの利用者数を合計して次のとおりです。
　　　○名

８．サービスの内容及び利用料その他の費用の額
①　サービスの内容は、次のとおりです。
　・日常生活上の世話及び支援
・食事の提供
・入浴
・機能訓練
・レクリエーション
・健康チェック利用料金は別紙ではなく、ここに記載しても構いません。

・送迎
②　サービスを提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める告示上の額又は松山市要綱に定める額とし、サービスが法定代理受領サービスであるときは、その利用者負担割合に応じた額とし、詳細は別紙「利用料金表」のとおりです。
③　通常の事業の実施地域を越えて行う送迎に要した交通費、及びその他の費用は別紙「利用料金表」のとおりです。
④　前項の費用の支払いを受ける場合には、あらかじめ利用者又はその家族に対して説明を行い、利用者の同意を得ます。
⑤　利用料とその他の費用の支払いを受けたときは、個別の費用ごとに区分して記載した領収書を交付します。
⑥　法定代理受領サービスに該当しない事業に係る利用料の支払いを受けた場合は、提供したサービスの内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付します。

９．通常の事業の実施地域「運営規程」の内容と整合性をとってください。

通常の事業の実施地域は、松山市（ただし、島嶼部を除きます。）です。

１０．事故発生時の対応
①　事業者は利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。
②　事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録します。
③　事業者は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。

１１．緊急時等における対応方法
従業者は、サービスを提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合やその他必要な場合には、速やかに主治医に連絡する等の措置を講じます。

１２．苦情に対する対応方法
①　事業者は、提供したサービスに係る利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するための窓口を設置し、下記に掲げる必要な措置を講じます。具体的に記載し、別紙「利用者からの苦情を処理するために講じる措置の概要」と整合性をとってください。


	苦情担当者
	

	苦情対応時間
	

	苦情対応の流れ
	


②　事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録します。
③　苦情・相談については、下記の行政等窓口でも受付けています。国保連は総合事業の苦情窓口はありません。

	松山市指導監査課
	松山市二番町四丁目７番地２
受付：平日８時３０分～１７時１５分
電話：０８９－９４８－６９６８

	愛媛県国民健康保険団体連合会
※介護予防型通所サービスを除く
	松山市高岡町１０１番地１
受付：平日８時３０分～１７時１５分
電話：０８９－９６８－８７００

	愛媛県福祉サービス運営
適正化委員会
	松山市持田町三丁目８番１５号
社会福祉法人　愛媛県社会福祉協議会内
受付：平日９時００分～１２時００分
　　　　　１３時００分～１６時３０分
電話：０８９－９９８－３４７７



１３．虐待の防止のための措置
①　事業者は、虐待の発生及び再発を防止するため下記に掲げる措置を講じます。
・虐待の防止に係る対策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用し
て行うことができるものとします。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に十分に周知します。
　　・虐待の防止のための指針を整備します。
・従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施します。
・前述に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置きます。
②　事業所は、サービス提供中に、従業者又は養護者（利用者の家族等利用者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報します。

１４．秘密保持等
①　利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が作成した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し適切な取扱いに努めます。
②　従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持します。
③　事業者は、従業者であった者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。
④　事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意をあらかじめ文書により得ます。

１５．その他運営に関する重要事項
①　事業者は、従業者等の資質の向上を図るため、研修機関が実施する研修や事業所内の研修への参加の機会を計画的に確保します。
②　事業者は、サービスの提供に関する諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存します。新規指定申請の段階では「なし」で構いません。指定後、実施した場合はその内容を記載してください。（実施しない場合はこのままでOK）


③　提供するサービスの第三者評価の実施状況は下記のとおりです。
	実施の有無
	なし

	実施した直近の年月日
	―

	実施した評価機関の名称
	―

	評価結果の開示状況
	―





令和　年　月　日

事業所におけるサービスの提供を開始するにあたり、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。
事業者名：
　　所在地：
　　事業所名：
　　説明者：
　
私は、本書面に基づき事業者からサービスについての重要な事項について説明を受け、その内容に同意しました。
　　利用者氏名：				　　　
　　代理人氏名：　					印　（続柄　　　　）




























別紙　利用料金表
○通常規模型通所介護の基本報酬（１割負担の場合）利用者負担額の記載が何割負担の場合の金額なのか分かるように。
あくまで作成例なので、事業所に合わせて作成してください。

	所要時間
	要介護区分
	利用料
	利用者負担金

	[bookmark: _Hlk236987460]3時間以上4時間未満
	要介護１
	 3,700円
	  370円

	
	要介護２
	 4,230円
	  423円

	
	要介護３
	 4,790円
	  479円

	
	要介護４

	 5,330円
	  533円

	
	要介護５
	 5,880円
	  588円

	4時間以上5時間未満
	要介護１
	 3,880円
	  388円

	
	要介護２
	 4,440円
	  444円

	
	要介護３
	 5,020円
	  502円

	
	要介護４
	 5,600円
	  560円

	
	要介護５
	 6,170円
	  617円

	5時間以上6時間未満
	要介護１
	 5,700円
	  570円

	
	要介護２
	 6,730円
	  673円

	
	要介護３
	 7,770円
	  777円

	
	要介護４
	 8,800円
	  880円

	
	要介護５
	 9,840円
	  984円

	6時間以上7時間未満
	要介護１
	 5,840円
	  584円

	
	要介護２
	 6,890円
	  689円

	
	要介護３
	 7,960円
	  796円

	
	要介護４
	 9,010円
	  901円

	
	要介護５
	10,080円
	1,008円

	7時間以上8時間未満
	要介護１
	 6,580円
	  658円

	
	要介護２
	 7,770円
	  777円

	
	要介護３
	 9,000円
	  900円

	
	要介護４
	10,230円
	1,023円

	
	要介護５
	11,480円
	1,148円

	8時間以上9時間未満
	要介護１
	 6,690円
	  669円

	
	要介護２
	 7,910円
	  791円

	
	要介護３
	 9,150円
	  915円

	
	要介護４
	10,410円
	1,041円加算、減算については事業所が算定する可能性があるものだけの記載で構いません。


	
	要介護５
	11,680円
	1,168円



○加算・減算（１割負担の場合）加算、減算名と加算、減算額のみではなく、どのような時に算定されるものなのか、利用者が分かるように記載ください。

	
	加算・減算要件
	加算・減算額
	利用者負担額


	入浴介助加算（Ⅰ）
	入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して、入浴介助を行い、かつ入浴介助に関わる従業者に対し、入浴介助に関する研修等を行った場合。
	400円/日
	40円/日

	同一建物減算
	事業所と同一建物に居住する利用者、又は事業所と同一建物から事業所に通う利用者にサービスを提供した場合。ただし、やむを得ない事情により送迎が必要であると認められる利用者に対して送迎を行った場合を除きます。
	－940円/日
	－94円/日

	送迎減算
	居宅と事業所との間の送迎を行わない場合。ただし、同一建物減算の対象となっている場合を除きます。
	－470円/片道
	－47円/片道



○介護予防型通所サービスの基本報酬（１割負担の場合）
	[bookmark: _Hlk172722803]サービスの内容
	利用料
	利用者負担金

	1週当たりの標準的な回数を定める場合
	事業対象者・要支援１
（１月に３回を超えてサービスを行った場合）※１
	17,980円／月
	1,798円／月

	
	事業対象者・要支援２
（１月に７回を超えてサービスを行った場合）※２
	36,210円／月
	3,621円／月

	1月当たりの回数を定める場合
	事業対象者・要支援１
（１月に３回までのサービスを行った場合）※３
	4,360円／回
	436円／回

	
	事業対象者・要支援２
（１月に７回までのサービスを行った場合）※３
	4,470円／回
	447円／回



○加算・減算（１割負担の場合）
	
	加算・減算要件
	加算・減算額
	利用者負担額


	[bookmark: _Hlk172652341]同一建物減算
	事業所と同一建物に居住する利用者、又は事業所と同一建物から事業所に通う利用者にサービスを提供した場合。ただし、やむを得ない事情により送迎が必要であると認められる利用者に対して送迎を行った場合を除きます。
	※１の場合
－3,760円/月
※２の場合
－7,520円/月※３の場合
－940円/回
	※１の場合
－376円/月
※２の場合
－752円/月
※３の場合
－94円/回

	送迎減算
	居宅と事業所との間の送迎を行わない場合。ただし、同一建物減算の対象となっている場合を除きます。
	－470円/片道
※１の場合
－3,760円/月を限度
※２の場合
－7,520円/月を限度
	－47円/片道
※１の場合
－376円/月を限度
※２の場合
－752円/月を限度



※基本利用料及び加算等は、厚生労働大臣が告示で定める額、又は松山市要綱で定める額であり、これが改定された場合は、これら基本利用料等も自動的に改定されます。なお、その場合は、事前に新しい利用料について説明し利用者の同意を得ます。
※介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用する場合は、超えた額の全額をご負担いただくこととなりますのでご留意ください。
※所要時間は、実際に行われたサービスの時間ではなく、通所介護計画に位置付けられた内容のサービスを行うのに要する標準的な時間になります。
※自己負担割合が２割の場合は２倍、３割の場合は３倍の金額になります。
○その他費用運営規程の内容と整合性をとってください。

	交通費
	通常の事業の実施地域を越えて行う送迎に要した交通費は、通常の事業の実施地域を越えた地点から、片道１キロメートルあたり○○円。

	昼食代
	○○○円（おやつ代○○○円を含む）

	おむつ代
	○○○円（パッド代○○○円）

	利用者の希望による教養娯楽費
	　実費

	キャンセル料
	〇〇円（前日の午後５時までに連絡がない場合。なお、体調不良等のやむを得ない場合及び月額報酬の場合は除きます。）

	複写料
	１枚〇〇円



